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総務省官民競争入札等監理委員会事務局 

 



第６８３回入札監理小委員会議事次第 

 

 

日 時：令和５年４月 26 日（水）16：48～17：57 

場 所：永田町合同庁舎１階  第１共用会議室 

 

 

１．開会 

２．事業評価（案）の審議 

 ○書面による手続のデータエントリー業務一式（特許庁） 

 ○国際出願に関する書面等のデータエントリー業務一式（特許庁） 

３．閉会 

 

＜出席者＞ 

  中川主査、浅羽副主査、辻副主査、生島専門委員、尾花専門委員、川澤専門委員 

 

（特許庁） 

  審査業務部出願課 課長   高橋 憲夫 

  審査業務部出願課 総括班長 矢野 剛史 

 

  審査業務部出願課国際出願室 室長     髙橋 直彦 

  審査業務部出願課国際出願室 企画調査班長 荻野 香理 

  審査業務部出願課国際出願室 企画調査係  河野 迅汰 

 

（事務局） 

  岡本事務局長、長瀬参事官 
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（特許庁入室） 

○中川主査 それでは、ただいまから第６８３回入札監理小委員会を開催いたします。書

面による手続のデータエントリー業務一式と、国際出願に関する書面等のデータエントリ

ー業務一式の審議を行いたいと思います。同事業は同じ特許庁の事業であり、共通する部

分も多いと判断いたしまして、同時に審議を行います。 

 それでは、特許庁審査業務部出願課、高橋課長、国際出願室、髙橋室長より実施状況に

ついて御説明をお願いいたします。なお、御説明は２事業を２０分程度でお願いいたしま

す。 

○高橋課長 特許庁出願課高橋と申します。本日はよろしくお願いいたします。 

 早速ではございますが、まず書面による手続のデータエントリー業務の実施状況につい

て御説明したいと思います。資料でございますが、資料１－１を御覧いただければと思い

ます。 

 それでは、１ページ目、Ⅰの事業の概要を御参照いただければと思います。昨年１月に

も本事業の契約変更の御審議をいただいたときにも御説明しておりまして、繰り返しにな

り恐縮でございます。簡単に事業の概要を御説明させていただければと思います。 

 当庁で特許手続につきましては、オンライン出願できるような対応を平成２年１２月か

ら開始しております。全ての方々がオンライン手続できるというわけではありませんので、

紙での特許出願手続等を許容しているところでございます。その紙で提出された出願書類

を電子化する必要がございますので、ここに記載がございます特例法に基づきまして、適

切に電子化作業を行うということでございます。この電子化作業につきまして、公正、確

実、迅速な処理に加えまして、扱う内容が特許の未公開情報を扱っているというところも

ありますので、このような点が重要な観点になっているところでございます。また、電子

化された内容は提出された書面の内容と同一でなければならないということで、後述いた

しますが、結果の誤りについて１０のマイナス６乗という厳格な誤り率を課しているとこ

ろでございます。 

 足元の状況でございます。商標を除く手続に関しましては、約９０％の後半台がオンラ

インで手続をされているところでございます。商標に関しましては、約８５％がオンライ

ン手続となっております。特に商標の場合は個人及び中小企業の方々等のような手続に不

慣れな方につきましては依然として紙で手続をされておりますので、提出された書面につ

きまして、電子化（データエントリー）を行うという業務を担っていただいているところ
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でございます。 

 また、本電子化業務でございますが、一定の専門知識と相当の設備が必要となり、業務

については定型的、機械的なものでございますので、外部機関を活用して対応していると

ころでございます。 

 また、本事業につきましては、私どもが定めております電子化規準書というものがござ

いますので、その基準にのっとり電子化するという業務でございます。 

 以上が業務の内容でございます。 

 ２ポツの契約の期間でございますが、令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの

５か年としております。最初の令和２年度は事業開始までの準備期間として設定しており

まして、事業自体は令和３年度から４年間でございます。 

 ３ポツの事業者でございますが、一般財団法人工業所有権電子情報化センター、略称Ｐ

ＡＰＣと申しますが、こちらが受けているところでございます。 

 ２ページ目、事業者決定の経緯でございます。市場化テスト導入前は、特許と実用新案、

意匠、商標の４本を合わせて、国内出願の手続として一つの契約でありましたが、導入に

当たりまして、新規事業者の参入を促すため、特許と実用新案、意匠と商標ということで

２本の契約に分けて調達をしております。 

 まず、特許・実用新案の業者決定の経緯でございますが、総合評価落札方式によりまし

て入札を実施いたしました。説明会には６者参加いただきました。結果的には応札者は１

者でございました。その１者から提出された提案書につきまして、技術審査委員会で審査

をした結果、当該事業者が合格となりまして、その後の開札におきまして、予定価格の範

囲内であったため、先ほど御案内したＰＡＰＣが落札ということに相なりました。意匠・

商標も特許・実用新案と同様の状況でございます。こちらについてもＰＡＰＣが落札とな

ったということでございます。 

 続きまして、５ポツでございます。こちらの調査期間でございますが、令和３年度と４

年度の期間の実績で御説明申し上げます。 

 続きまして、Ⅱの確保されるべき質の達成状況でございます。２ページ目の下のほうで

ございます。 

 先ほど御説明いたしましたデータの精度でございます。電子化規準書で誤り率というこ

とを規定しておりまして、１０のマイナス６乗、１００万分の１という精度を求めている

ところでございます。こちらにつきまして、先ほど少し申し上げましたが、特許審査に係
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る特許情報の内容という機密性の高いデータの性格がございますので、このような高い精

度を求めているところでございます。 

 ３ページの右の表を御覧いただければと思います。特許・実用新案の数字でございます

が、令和３年度、４年度と、それぞれ９万９,１４１件の発注件数中１文字、４年度が１０

万７０６件中２文字、意匠・商標の数字でございますが、これも令和３年、４年と、１６

万５７２件中２文字、１３万６,６６２件中１文字という結果でございました。したがいま

して、このような誤り率を越えるような内容ではなかったというところ、またデータの精

度を遵守するように定期的にサンプルチェック等を行い、確認を行ってまいりました。 

 ２ポツの納入スケジュールでございます。出願書類でございますが、特許手続の入り口

の手続でございますので、ここで作業が遅延してしまうと、特許庁は実施庁目標というも

のを定めておりまして、特許審査に係る期間というところに影響がございますので、定め

られた納入スケジュールを遵守することが求められているところでございます。 

 実施状況といたしまして、御覧のとおり、この契約期間中に新型コロナ感染症に係る緊

急事態宣言というものがございました。このため、そのしかるべき対応によりまして生じ

た調整期間というものを設けておりました。こちらにつきましては通常より最大４日程度

の遅れまで許容したところでございましたが、こちらの調整期間も含めた形で納期という

ものは遵守できたところでございます。 

 ３ポツの秘密を適正に取り扱うために必要な措置でございます。本事業を実施する上で

知り得た個人情報、特に重要なのは、特許情報ですから未公開な状態であります。この機

密事項の取扱いにつきましては、こちらの請負業者は必要な措置を講じて情報漏えい等を

生じないようにするということでございます。 

 実施状況としましては、先ほど申し上げたＰＡＰＣは平成２９年１月にＩＳＯ２７００

１の認証を取得しております。 

 具体的なセキュリティー対策といたしましては、生体認証（指静脈認証）によるＰＣへ

のログインであるとか、それによるなりすましの防止、及び、内部情報を移動する場合は

ログを蓄積して管理するほか、リムーバルメディアへの情報の書き出しは禁止するような

措置をするということで、情報漏えいの抑止をしているところでございます。また、先ほ

ど申し上げたＩＳＯの認証につきまして、本年１月に更新を実施しているところでござい

ます。 

 続きまして、６ページ目、Ⅲの実施経費の状況及び評価でございます。特許・実用新案
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でございますが、こちらは令和３年度が３億２１８万２,０００円、令和４年度が２億８,

４９１万円となっております。 

 ７ページ目の経費削減状況でございます。こちらにつきまして、納入件数が変動するた

めに競争入札前後の経費は単純比較ができませんが、入札前後の経費で申し上げますと、

２年全体で３億３,９７７万３,０００円の削減効果があったということが算出されました。 

 続きまして、意匠・商標でございますが、同じく令和３年度が２億２０９万７,０００円、

令和４年度が１億９,３８７万５,０００円でございました。 

 同じく経費の削減状況でございますが、こちらにつきましては２年間全体で５,０３２

万６,０００円の削減効果ということが算出されました。 

 したがいまして、８ページ目になりますが、（３）の２つの事業全体では、削減効果とし

まして２年間で３億９,００９万９,０００円、約４億円の削減効果があったところでござ

います。 

 Ⅳのヒアリング結果でございますが、入札説明会に参加しました事業者にヒアリングを

行ったところ、以下に記載の５点の意見があったところでございます。 

 まず、特許申請という内容でございますので、専門性の知識が必要である。あとは１年

間の準備期間というものを取っていたのですけれども、この期間につきましては収入がな

い中で費用負担が大きいこと。また、事業者によっては電子化作業自体を海外拠点で行っ

ているところもございまして、条件に合わない。先ほど申し上げた１年間の初期投資、プ

ログラムの開発等に係る経費が大きい。①と関連いたしますけれども、特許に関する事業

でございますので、仕様書等に専門用語が多く、ハードルが高い、という意見がございま

した。 

 次に、Ⅴのまとめでございます。確保されるべき質につきましては、先ほど申し上げた

とおり、目標を達成しているところでございます。また、経費の削減効果につきましても、

単年度当たりで約１.９億円程度の削減が図られ、効率的な業務運営ができたものと認識

しているところでございます。 

 Ⅵの今後について、でございます。９ページ目でございますが、今回、市場化テストの

２期目ということもありまして、１期目に比べまして、対応したものとしましては、ここ

に記載しておりますが、入札の公告期間を長くしたり、説明会を２回実施したり、あとは

登録情報処理機関につきましても別途説明会を実施し、さらには評価基準の見直し、ここ

に記載がございますが、ワーク・ライフ・バランスに関する項目を追加したりということ
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をしております。また、共同事業体でも入札できるように改善策を講じたところでござい

ますが、結果的には１者となってしまったところでございます。 

 先ほど申し上げましたが、説明会参加者へのヒアリング結果のとおりでございまして、

本事業につきましては特許というところで専門性が高く、また私ども今後、特許の手続等、

一層のＤＸ化（デジタル化）を進めていく中で、事業規模がシュリンクして、今後大きく

なることが想定できないところもありますので、そのようなリスクを負った中で、事業参

加までには至らなかったと思っているところでございます。 

 以上のとおりでございますが、本業務の特殊性を踏まえますと、市場化テストの実施だ

けでは実施状況のさらなる改善が見込まれない事業に該当するものというふうに私どもは

考えているところでございます。 

 本事業につきましては、市場化テストを終了させていただき、今後は私どもの責任にお

きまして事業を実施するということにしたいと考えております。今後も、公共サービスの

質の向上とコストの削減を図る努力はしてまいる所存でございます。新たに、また事業者

が参加できるように、引き続きデータエントリー関係団体への説明会を実施する等、あら

ゆる工夫をしていきたいと考えております。また、こちらにつきましても、同様に複数年

度の事業として実施するということを考えているところでございます。また、経済産業省

内に契約等評価監視委員会という組織もございますので、引き続き、契約につきましては

内部での契約の評価も受けつつ対応してまいりたいと考えているところでございます。 

 簡単ではございますが、以上でございます。 

 では、引き続き説明を継続させていただきます。よろしくお願いいたします。 

○髙橋室長 続きまして、国際出願室長の同じく髙橋と申します。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 私のほうから、国際出願に関する書面等のデータエントリー業務（受理官庁）及び（指

定官庁）の実施状況について説明させていただきます。 

 まず、資料２－１に入る前に、資料Ｂ－２がございまして、先にそれを見ていただけれ

ばと思います。 

 国際出願に関しましては、国内と違いまして手続が複雑なところがございます。基本的

に各国で権利をとる場合は、それぞれの国に出願して権利を取るという流れの中で、特許

協力条約というものがあり、同時に各国に出願をするという仕組みがございます。その場

合、国際機関である世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）がございますので、そこが各国から
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の出願書類を受け付けて、それをさらに各国にお送りするという流れになっており、国際

出願を受け付ける窓口官庁のことを受理官庁といいます。一方、国際機関から書類等を送

って、各国それぞれ国内で権利を取るという窓口を行っているのが指定官庁という役割に

なっています。そういう意味で申請者である出願人からの書類を電子化するという流れと、

国際機関から日本の場合は特許庁に届いた書類を電子化し、国内で審査等に使うという流

れになっているということで、受理官庁、指定官庁という形でそれぞれ業務を行っている

ところでございます。 

 では、資料２－１に戻らせていただきまして、業務内容でございます。１につきまして

は国内のほうと同じでございます。流れとしては電子化をするというところでございます

ので、省略させていただきます。 

 あと、２ポツ、３ポツにつきましても同様でございます。 

 ４ポツの事業者決定の経緯でございますが、こちらにつきましても国内と同様でござい

まして、入札説明会では６者の参加がございまして、応札者は１者ということでございま

す。 

 次に２ページに移りまして、５ポツの調査の期間につきましても同様でございます。 

 Ⅱの１の確保されるべき質の達成状況のデータ精度でございます。これにつきましては

右の表を見ていただければと思いますが、受理官庁につきましては、納入件数は御覧のと

おり、指定官庁については御覧のとおりとなっておりまして、その中で、１０のマイナス

６乗という電子化誤り率の基準につきましては、令和３年度は９万２,２７６件中ござい

ませんでした。令和４年度につきましては、１０万８,２５１件中１文字ございました。指

定官庁につきましては、令和３年度８１万２４８件中には誤りなく、４年度につきまして

も８４万４８１件中、誤りはございませんでした。そのようなデータ精度で、非常に精度

よくやっていただいているところでございます。 

 納入スケジュールにつきましても、国内と同じでございますが、それぞれ幾つか各書類

がございます。３ページでございますが、これらはそれぞれの書類の期限に応じて、納期

に合わせた形で納品をしていただいているところでございます。 

 ３ポツにつきましては、国内、先ほどの説明と同様でございますので、省略させていた

だきます。 

 Ⅲの１でございます。実施経費の状況及び評価の実施に要した経費でございますが、受

理官庁につきましては、ここに書いてあるとおり、令和３年度は納品件数９万２,２７６件
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に対して、合計金額は１億１,４００万円程度、令和４年度につきましては１０万８,２５

１件に対して、１億１，３００万円程度ということでございます。 

 経費削減状況につきましては、これも国内と同様でございまして、あくまで各変動費等

がございますので、単純に比較はできないということでございますが、調達仕様書に記載

されている発注予定件数を比較いたしますと、平成２８年度の単価等で計算して、２億７,

７００万円程度（２年間）でございますが、これは令和３年、４年においては２億２,３０

０万円程度ということで、単年度で２,７００万円程度の経費の削減が算出されました。同

様に、指定官庁につきましては、令和３年度については納品件数８１万２４８件に対して

２億５,１００万円程度、令和４年度につきましては納品件数８４万４８１件に対して２

億５,７００万円程度という形で算出をさせていただいております。 

 それに対して、６ページになりますが、経費削減状況につきましては、同様に２８年度

の単価等を使用した場合での計算をいたしますと５億５,４００万円程度（２年間）という

ことでございまして、これが令和３年度、４年度を合わせた額ですと４億８,７００万円程

度ということで、２年間で６，７００万円程度の削減となっております。 

 Ⅳのヒアリング結果につきましては、これは国内と同様の理由でございます。 

 Ⅴの評価のまとめにつきましても国内と同様でございまして、受理官庁、指定官庁を合

わせて、単年度当たり６,０００万円程度の削減が図られておりまして、効率的な業務運営

がなされていると評価できるかと思います。 

 Ⅵの今後についてですけれども、これも国内と同様の形で評価ができるかと考えている

ところでございます。 

 市場化テストの２期目につきましても、国内と同様のやり方でやらせていただいたとこ

ろでございます。この結果につきましても、国内の説明と同様でございますので省略をい

たしますが、国際関係につきましては出願自体も９９％はオンラインということでござい

ます。さらに、国際機関からの書類についても、今後、電子化を大幅に進めるということ

になっておりますので、将来的にはデータエントリーの件数は減少していくと予想されて

いるところでございます。ここに書かれているとおり、新たに多額の費用を投資して参入

するリスクは大きいのではないかと思われるところでございます。 

 以上のことから、国内のほうと同様ではございますが、今期をもって市場化テストを終

了させていただきたいと思っているところでございます。 

 簡単でございますが、以上でございます。 
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○中川主査 ありがとうございました。続きまして、同事業の評価（案）について、総務

省より御説明をお願いいたします。なお、御説明は１０分程度でお願いいたします。 

○事務局 事務局でございます。それでは、評価（案）のほうを御説明させていただきま

す。 

 Ⅰの事業の概要等につきましては、先ほど特許庁から御説明ございましたとおりでござ

いますので、省略させていただきます。 

 Ⅱの評価でございますが、結論といたしましては、終了プロセスに移行するということ

とさせていただきたいと思っております。 

 続いてでございますが、評価方法につきましてでございます。特許庁から提出されまし

た令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの実施状況についての報告に基づきまし

て、サービスの質の確保、実施経費、競争性の観点から評価を行いました。 

 まず、確保されるべき質の達成状況でございますが、これも先ほど特許庁からも御説明

ありましたが、データエントリーの誤り率の基準である１０のマイナス６乗程度につきま

してははるかに良い成績で確保されております。 

 納入スケジュールにつきましても、適正に業務の質は確保されております。先ほどの御

説明にもありましたが、新型コロナウイルス感染症対策によって生じた納期調整もござい

ましたが、特許庁担当者が納入までの期間を変更した場合を除き、定められた納入スケジ

ュールは遵守されております。 

 また、秘密を適正に取り扱うための必要な措置につきましても、業務の質は確保されて

おりまして、事業者はＩＳＯ認証につきましても本年１月に更新をしておりますし、具体

的なセキュリティー対策といたしましても、指静脈認証の利用によるなりすましの防止で

ありますとか、内部情報の移動操作をログで管理したり等の情報漏えいを抑止する対策を

取っております。 

 次に、実施経費でございますが、本事業につきましては、変動費と固定費によって支払

われておりますが、変動費は、年度によって納入件数が異なりますので、従来経費との単

純比較はできないのでございますが、単価と固定費、それから総額の３点につきまして比

較をした結果でございます。 

 単価による比較でございますが、個々の書類によりまして単価が違っておりますので、

事業全体を見るということで、書類の単価を合計した数字で比較をさせていただいており

ます。平成２８年度、市場化前は申請書の単価合計で６万５,０００円でございましたが、



 -9- 

令和３年度は４万８,０００円余りに減少しておりますので、対２８年度比２６％以上の

減少となっております。令和４年度につきましては、電子化の手数料が値上げになった関

係もございまして、前年の４万８,０００円から９,０００円程度と大幅に下がっておりま

すが、これはそういった原因によるものでございます。意匠・商標につきましても、同様

の比較をしたところ、単価につきましては７５％の減少となっております。 

 固定費につきまして、実用新案のほうでは約１９％の削減効果が認められますが、意匠・

商標のほうでは約４０％の増加となっております。こちらの原因につきまして、１つ目に

は、２８年度との比較におきまして、２８年度は特許・実用新案、意匠・商標、この２つ

の事業を一つでやっておりましたので、２８年度はこれを経費によりまして案分をした数

字となっておりますが、案分の割合によりまして、意匠・登録商標のほうが低く出ている

ということがありまして、その関係もあって少し高めに出てしまっているのと、あとは平

成２８年からは、消費税が８％でございましたが、その後１０％に引き上げられておりま

す。そういった関係もございまして増加となっておりますが、総合的に２つの事業を足し

合わせたもので比較しますと、若干下がっている状況でございます。 

 評価総額の評価でございますが、総額につきまして比較をしたところ、特許実用新案で

約３６％、意匠・商標で約１１％、全体では約２８％の削減効果が認められたところでご

ざいます。 

 （４）でございます。競争性改善のための取組といたしまして、特許庁より御紹介ござ

いましたが、市場化テスト導入の実施に当たっての取組といたしましては、契約方法の見

直し、事業の分割、それから契約期間の延長、引継ぎ期間・準備期間の延長、準備期間を

従来は２週間程度であったのを１年以上としております。そのほか、公告期間の延長とい

うことで２か月間にしております。そのほか、実施要項の内容につきましても、数字、日

数など具体的に記載するなどしたほか、説明会等の回数も２回に増やし、登録情報処理機

関登録制度に関する説明会を開催するなど、入札者の拡大に努める措置を取ってきたとこ

ろでございます。 

 業務の特殊性等につきまして、更なる改善が困難な事情は、次のとおりでございます。 

 まず、業務の特殊性でございます。具体的な事務処理におきましては、誤り率１０のマ

イナス６乗を要求しなければいけないということでございます。実際には、事業者につき

ましては１０万件（数千万文字あるいは数百万文字）を超えるものに対しまして、１桁台

の文字数の誤りという高い精度を維持しているということでございます。 
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 次に、業務の専門性でございますが、受託業者は申請書類に対する書類様式チェックと

修正を行うため、特許制度や手続についての理解が不可欠でございます。 

 ３番目が、業務の将来性と見通しでございます。特許庁では、従来から特許出願に係る

書類の電子化に取り組んでおりまして、現在では特許出願の９９％以上が電子化されてお

りまして、今後も１００％の電子化を目標として、引き続き書類の電子化を推進すること

から、本事業では一層の電子化が進む中で経費的、人的な初期投資が必要でありまして、

事業者にとっては参入リスクのある事業であると認識しております。 

 評価のまとめでございます。先ほど述べました「（２）対象公共サービスの実施内容に関

する評価」に記載のとおり、業務の実施に当たりまして確保されるべき水準として設定さ

れた質につきましては、全ての水準を満たしており、適切に質が確保されていると評価で

きます。 

 実施経費につきましても、評価総額につきましては特許・実用新案で約３６％、意匠・

商標で約１１％の削減効果がありました。 

 他方、市場化テスト前から、今回の評価の対象であります市場化テスト第２期まで、１

者応札が継続しております。この点につきましては、競争性改善のための取組を記載のと

おり、これまで可能な限りの改善策を講じてきていると認められますが、「（５）業務の特

殊性」に掲げた事情によりまして、現在の受託者以外の事業者で本事業を実施することは

困難と考えられます。 

 なお、本事業の実施期間中に受託事業者への業務改善指示等の措置はなく、法令違反等

の行為もございませんでした。また、今後も、経済産業省に設置している外部有識者で構

成される契約等評価監理委員会におきましても、事業実施状況のチェックを受けることが

想定されております。 

 今後の方針でございます。本事業につきましては、競争性の確保において課題が見られ

るものの、市場化テストの実施により、契約期間の複数年化等により経費の削減、サービ

スの質の維持向上が図られております。他方、本事業はデジタル・ガバメント推進という

流れの中で、特許庁は特許出願に係る書類の電子化とその普及に積極的に取り組んでおり、

民間事業者による新規参入は困難な状況にございます。 

 以上のことから、本事業につきましては、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス、

運用に関する指針」、Ⅱ.１.（２）の基準を満たしているものとして、現在実施中の事業を

もって市場化テストを終了することとしたいと思っております。 
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 なお、市場化テスト終了後の事業実施につきましては、「競争の導入による公共サービス

の改革に関する法律」の対象から外れることとなりますが、これまでの官民競争入札等監

理委員会における審議を通じて厳しくチェックされてきた取組をしっかり継続するほか、

これまでの状況を踏まえ、今後もより一層のコスト削減と質の維持向上に努めていくとと

もに、今後も特許出願業務の電子化推進への取組を一層進め、出願人の利便性向上と業務

の効率化に努めていくことを期待したいと考えております。 

 以上でございます。 

 国際出願につきましても同様の内容でございまして、経費の削減につきましても受理官

庁で約２０％、指定官庁で１２％の削減効果があったと認められておりまして、質の向上

等につきましては先ほど述べたとおりでございます。 

 今後の方針につきましても、先ほど述べさせていただいた国内の書面による手続のデー

タエントリー業務と同様の方針で実施をさせていただきたいと考えております。 

 長くなりましたが、以上でございます。審議のほどよろしくお願いいたします。 

○中川主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました当事業の実施状況及び事業の評価（案）につ

いて、御質問、御意見のある委員は御発言をお願いいたします。辻委員、お願いいたしま

す。 

○辻副主査 辻でございます。御説明どうもありがとうございました。 

 本件につきましてはいろいろ特殊性があって、非常に高いクオリティーを保持しつつ、

人材の育成が不可欠であって、それで多額の準備資金が必要であるという点はよく分かり

ました。 

 念のためお伺いしたいのですけれども、資料１－１の３ページ目を拝見すると、先ほど

の高いクオリティーの具体的な記述がございまして、電子化誤り率が１０のマイナス６乗

という形で、１００万分の１という数字なのですけれども、まず１点お伺いしたいのが、

（１）特許・実用新案という部分の令和４年度を拝見すると、例えば令和４年度は約１０

万件中２文字と書いてございます。件というのは文字数ではなくて、出願された件数とい

う理解でよろしいでしょうか。 

○高橋課長 御質問ありがとうございます。そのとおりでございます。この件数は出願書

類のデータエントリーの件数でございますので、データエントリーした文字数を申し上げ

ますと、３年度が６,３５７万１,９７４文字で、令和４年度が５,１９８万７,６４３文字
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でございます。 

○辻副主査 分かりました。 

 続けてお伺いしたいのですけれども、「サンプルチェックを行い」と書いてあるのですが、

今おっしゃった、全部を確認なさっているわけではなくて、一部抽出なさっているという

理解でよろしいですか。 

○高橋課長 さようでございます。 

○辻副主査 そうすると、恐らくサンプルチェックの具体的な運用方法によっては、誤っ

た文字数がもっとたくさん発見されるかもしれないと思いまして、例えば１０万件の出願

件数があったときに、大体何件程度無作為で抽出なさっているのか。それから、無作為で

抽出なさった出願書類について全部のページを確認なさっているのか、それとも無作為で

抽出した１ページだけ確認なさっているのか、この辺り具体的な運用方法について、もし

お差しつかえなければ教えてください。 

○高橋課長 御質問ありがとうございます。どのような状況で実施しているかについて、

この場で回答できる用意をしておりませんでしたので、どんな方法でやっているか、ペー

ジ単位でやっているのか、件数単位でやっているのか、後で総務省を通じて御報告したい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

○辻副主査 分かりました。よろしくお願いいたします。 

○高橋課長 ありがとうございます。 

○中川主査 ほかに御意見、御質問ございますでしょうか。浅羽委員、お願いいたします。 

○浅羽副主査 私は、本事業につきまして、その将来性について、特許庁でどうお考えか

ということについてお伺いしたいと思います。 

 先ほどヒアリング先がこう考えたのではないかといったことで、今後、拡大せずにシュ

リンクしていくというふうに考えて、なかなか手が挙がらないのではないかといったこと

が、また総務省の評価でもそうしたコメントがございました。これにつきまして、特許庁

としてどのようにお考えになっているのか。一定程度、今後も紙による出願が残って、本

事業がそれなりの規模で維持されるとお考えなのか、それともオンライン申請がより進ん

で、徐々に縮小していくと考えるのか。現在、拝見させていただくと、電子出願サポート

などいろいろとサポートして、電子出願を促進するという試みをなされているようですけ

れども、こうしたオンライン申請を特許庁として意図的に強力に進めていって、本事業を

極めて短期間に縮小していくというふうにお考えなのか、こういった点について御教示い
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ただきたいのですが、いかがでしょうか。 

○高橋課長 御質問ありがとうございます。先ほど御説明したとおり、電子出願、オンラ

イン出願というものは平成２年１２月に始まり、約３０年以上にわたって実施しておりま

す。導入当初はオンライン出願率は低く、当時は専用端末を使っており、あまり普及しな

かったのですが、その後汎用パソコンでオンライン出願できるように対応することによっ

て大分オンライン出願率も上がってきて、報告したとおり特許・実用新案では約９９％、

意匠も９０％台、ただ商標につきましては、先ほど申し上げたとおり８５％というところ

で、今、若干頭打ちのような状況になっています。 

 特に商標につきましては、個人及び中小企業の方が出願する件数も多くございます。弁

理士の先生を通さずに自分で出願を行うということも多くございますので、その場合は紙

で手続を行うという事となり、足下は８５％台で、商標については少し頭打ちになってい

るという状況でございます。 

 しかしながら、政府全体として、デジタル化を一層推進しておりますので、我々としま

しても将来的には、先ほど総務省からも御説明あったとおり、１００％を目指していると

ころではございます。また継続して普及もしているところでございます。 

 将来的に引き続き、この割合は若干維持されるのかというふうに思っておりますが、最

終形は全てオンラインになれば処理も促進できますので、今後本事業の規模は縮小される

のかということは想定されるかと思っているところでございます。 

○浅羽副主査 ありがとうございます。 

 その場合なのですけれども、徐々にということで、一定程度紙は残るかもしれないとい

うお話だったのですが、その際に電子化手数料をどういうふうに位置づけるのかというこ

とだと思います。事業規模が縮小していく中で、電子化手数料を上げざるを得ない場面も

あろうかと思います。昨年の４月に電子化手数料を結構上げたということを拝見いたしま

したが、こうしたことに結果的になっていくのか、あるいは意図的に上げて電子化のメリ

ットを大きくしていくというふうにお考えなのか、それによってこの事業がどうなるかと

いうことも大分変わると思うのですが、その点はいかがでしょうか。 

○高橋課長 昨年、電子化手数料を十数年ぶりに値上げを実施いたしました。今後、件数

が減っていく中で政令で定める電子化手数料を見直すという事も想定はできるのかと思っ

ております。それによって、今おっしゃられたように、オンラインのほうに振れれば、事

業が縮小されることになると考えております。 
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○中川主査 では、次に尾花委員、お願いいたします。 

○尾花専門委員 御説明いただきありがとうございました。終了を前提としてお伺いした

いのですが、予定価格の算定について、本件、現状どうなされており、今後、１者による

入札が想定されると思うのですが、今後、国民に対してより価格の説明ができることが重

要になるかと思うのです。今後の方針について教えてください。現状の予定価格の算定方

法と、今後どのような工夫をされようとしておられるのかという２点でお願いいたします。 

○高橋課長 質問ありがとうございます。予定価格の算定なのですが、契約担当部署であ

ります会計課において予定価格の算定をしているところでございますので、私ども現状ど

うやって決めているかにつきましては、即答はできかねるところです。 

○髙橋室長 国際出願室の髙橋ですけれども、予定価格的にはそうなのですけど、今後も

私どもとしては入札という形で対応いたしますので、それで入札価格が予定価格を当然、

超えていたということであれば落札はできません。そのあたりについては、競争性は担保

する形で、今後も対応したいと考えているところでございます。 

○尾花専門委員 分かりました。ありがとうございます。 

 疑問に思いましたのは、過去の実施状況等を拝見いたしますと、常勤職員が１１名ずつ

と必要ということで推移しているのですが、固定費の常勤職員のお金が年代に応じてスム

ーズに上昇しているのです。このことから、実際に御庁のほうで予定価格の正当性をどの

ように把握されているのかというのが今後重要になってきていて、常勤職員の年次に応じ

る給料の上昇をうまくカバーするような固定費の上昇を予定されて、予定価格を算定され

るかのように国民は受け取ってしまうような気がいたします。 

 私の疑問というのは、優良な企業に事業を委託していただくというのはとてもすばらし

いことなのですが、その際に価格の正当性について、発注者側がきちんと説明できるよう

な状況であることがとても重要だと思われ、現状、今ウェブサイトで見る実施要項の実施

状況における実施要項の説明だと、常勤職員が同じ人数なのにこれに係る経費が順調に上

がってきているのを見ると、本当に御庁のほうで予定価格の中立性、公正性、透明性とい

うのを把握されているのかということについて、何か御説明いただけるようになっている

と良いのではないかという気持ちから申し上げた次第です。 

 また同様に、固定費で、場所の賃料というのも上がっているのです。賃料自体の公正性

も御庁は把握されているのだろうか、あとはハードウェアも必要である。その費用も固定

費の中に含まれていて、どういう算定をされているのか。最初に買ったときに必要なもの



 -15- 

を払っていて、２年目に同じものを使うときにそれをどのように算定されているのか、基

本的には分からないので、それが御庁においてうまく説明できる状況で予定価格を算定し

ていただくと良いのではないかという気持ちから申し上げた次第なので、会計課のほうで

そういったことが説明できるような状態で予定価格がつくられているというふうにしてい

ただければと思いました。 

○高橋課長 ありがとうございます。 

○髙橋室長 ありがとうございます。 

○中川主査 川澤委員、お願いいたします。 

○川澤専門委員 説明どうもありがとうございました。先ほど事務局から、Ａ－１の評価

（案）の３ページ目の部分で、特許・実用新案については電子化手数料が増額されたので、

単価が減少したという御説明があったかと思います。 

 電子化手数料、先ほどの御説明でも２,４００円で２倍ぐらいに何十年ぶりに変更され

たということだったのですが、そうしますと、今、実施状況で御報告いただいている経費

削減の削減割合というのは、全体の中で何％減という形で計算していただいてないですけ

れども、それはあくまで単価の減少、つまり申請者側の負担額が増えたので、全体の経費

が削減されているだけというふうに考えられないのだろうか。つまり、この評価書の中で、

経費削減というと、事業者の努力によって経費が削減されたというふうに読み手としては

受け取ったのですけれども、そうではなくて、その一部なのかもしれないですけれども、

その一部は申請者側の負担が増加したことによって経費が削減されたと思うので、そのあ

たりをもう少し丁寧に説明いただいたほうが良いのではないかと思ったのですが、いかが

でしょうか。 

 特許庁のほうの経費削減状況の民間競争入札後の経費というところで、単年度で２年間

で経費が削減というふうに書いていただいていると思うのですけども、その辺りの表現と

いうのは、申請者側の負担の増加による経費の削減を含むということで補足しなくて良い

のだろうかという疑問です。 

○高橋課長 御質問ありがとうございます。おっしゃるとおり、令和４年度におきまして

は電子化手数料の増加によりまして、その分の単価が、我々からお支払いする分がなくな

っている部分でございますので、その分は大幅に減っているところでございます。 

 また、申請書毎に単価等の見直しは行っておりますので、その分の削減幅というものも

ございますので、正確にお伝えするのであれば、令和４年度のところにつきましては、電
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子化手数料が上がった部分については、この程度のインパクトがあったというものを別途

お示しするのが良かったのかと思っているところでございます。 

○川澤専門委員 分かりました。ありがとうございます。細かい数字というのは難しいの

かもしれないのですけれども、そういったものが含まれているということは記載する必要

があるのかと思いました。経費の削減割合というのが大きいという印象を持ちましたので。

一方で総務省の評価書を見ると、固定費等はそんなに変わっていなかったりするものです

から、逆に上がっていたりという部分があるので、その辺りの説明が必要かと思いました。 

○高橋課長 ありがとうございます。 

○中川主査 ほかに。生島委員、お願いします。 

○生島専門委員 御説明ありがとうございます。単価のところで教えていただきたいので

すが、単価というのは１件ごとということだと思うのですけれども、これは全ての申請書

はページ数は同じなのですか。 

○高橋課長 電子化手数料というものはページごとに払っていただくのですけども、私ど

も（特許庁）からＰＡＰＣにお支払いするものは、１件当たりの単価でございます。 

○生島専門委員 １件というのは１ページごとですか。 

○高橋課長 １申請書当たりでございます。 

○生島専門委員 １申請書当たりで、ページ数は１件ごとに異なるということですか。 

○高橋課長 ページは１件ごとに異なりますが、単価は変わりません。また、手続書類の

別によって単価が違っているところでございます。 

○生島専門委員 手間としては、１ページずつにかかってくると思うのです。そうすると

より正確に見ると、単価として見た場合は１ページごとなのかという感じがしたのですけ

ども、それほどページ数は大きくは変わらないから、１件で見てもばらつきは出ないとい

うことなのでしょうか。 

○高橋課長 ページ数が多いものにつきましては、単価が若干ほかのものより高くなって

いるような単価設定になっている状況でございます。 

○生島専門委員 なるほど。申請者の負担が上がったから、業者の負担が減ったというこ

とがここに出ていると思うのですけども、一旦下がって、その後は、例えば意匠のほうだ

と、むしろ少し上がっていたりするのですけども、これはページ数ということではなくて

も、単価については申請者の負担が増えない以上、今後それほど下がっていくものではな

いと考えてよろしいですか。 
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 あとは川澤委員の質問と重なるのですけれども、電子化手数料の値上げによる単価への

影響があるため、本当のところの単価がどれぐらい下がったのかが分かりづらいと思って

いて、本当に下がっているのかというのと、今後の努力で下がる余地というのが本当にあ

るのかというのが少し疑問だったので伺いました。 

○高橋課長 市場化テスト前の単価と比較しますと、手持ちの資料で申し上げますが、先

ほど申し上げました電子化手数料が上がったもの以外の書類につきましては、平均すると

７割程度、単価が下がっているという状況でございます。 

○生島専門委員 非常に大きな削減だと思うのですけれども、何がそんなに変わったので

すか。これだけ大きな、７割減るってすばらしいことだと思うのですけれども、どのよう

な業者の事業努力によって７割の効果を達成できたのか教えてください。 

○高橋課長 市場化テストの導入によって競争性が出まして、先ほど申し上げた、結果的

に１者ではあったのですけれども、事業者も単価を下げて、結果的に入札してきたという

ところがあるのかと思っております。ですから、そこは競争性をもって契約の入札をした

結果なのかと考えているところでございます。 

○生島専門委員 さっきのページ数に戻ってしまうのですけれども、１件、大体平均的に

何ページぐらいなのですか。 

○高橋課長 出願書類で申し上げると、商標はほぼ１ページ、２ページ程度でございます

が、特許ですと約１０ページであるとか、そのような状況です。 

○生島専門委員 １０ページぐらいということなのですね。なるほど。そうすると、それ

だけお伺いすると、特許のほうがページ当たりというか、実際のコストは大分安いという

理解になるのですね。１０ページに対して９,６００円と、１、２ページ７,８００円です

ね。 

 １ページ当たりの実際の作業、単価で見る場合に、１ページに当たる負担というのがあ

ると思うのですけど、単価の出し方が本当なのかと思う部分があるというか、あまり論理

的な整合性がないような気がするというか、同じ負担であればページ数が多いほうがコス

トは上がるのかと思ったりするのだけれども、別にそういうこともなくて、本当に正確に

出された単価なのかという気がします。あとすごく単価が下がるというところで、どうい

うふうに算出しているのだろうという疑問が生じまして、もう少し一般の人から見ても分

かりやすい表示の仕方があってもいいのかと思いました。 

○中川主査 恐らく生島委員御指摘の部分は、総務省の評価（案）のところの表記かと思
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われます。特許庁の御報告書は、先ほど川澤委員から指摘がありました、実際の削減額の

うち、申請料の値上げという要因もある旨を明確に示していただくことで、より分かりや

すくなるのかと思います。 

 総務省の評価（案）については、一度こちらの表記、かつ申請書は１７種類の単価合計

なので、単純な単価ではないかと思うのですけれども、その点も分かりやすく再検討いた

だくということでいかがですか。 

○事務局 単価の定義といいますか、１ページごとなのかとか、その辺についてもう少し

特許庁に確認をいたしまして、分かるような形で表記を変えさせていただきたいと思いま

す。 

○中川主査 ありがとうございます。ほかに御質問、御意見等ございますか。よろしいで

しょうか。 

 では、皆様、ありがとうございました。審議はここまでとさせていただきます。 

 事務局から何か確認すべき事項はございますか。 

○事務局 委員の皆様方、様々な御質問、御意見等いただきましてありがとうございまし

た。 

 順を追って確認をさせていただきますと、辻委員のほうから誤り率のサンプル調査の状

況についてと、サンプルチェックの状況について御質問ございまして、これにつきまして

は特許庁のほうから我々を通じて御回答をさせていただきたいと思っております。 

 尾花委員からの予定価格の算定についての透明性、公平性についての御意見につきまし

ては、特許庁において、今後、しっかり把握していきながら、予定価格を作成していきま

すという御回答があったと思いますが、それでよろしかったでしょうか。 

○尾花専門委員 結構です。ただ、現状、先ほどの御説明では、予定価格をつくって入札

にかけますので、大丈夫ですという御説明にとどまっていたので、予定価格こそきちんと

把握してくださいという、意見としてお伝えいただけると助かります。 

○事務局 特許庁はその点はしっかり、これまでもしっかりやっていると思いますが、こ

れからもしっかりやっていきますということでよろしいでしょうか。 

○高橋課長 はい。 

○事務局 ありがとうございます。 

 川澤委員のほうから、単価の減少について、３年から４年にかけての減少につきまして

は、手数料の値上げということがあったので、その辺の状況についても実施状況報告なり
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評価（案）のほうにもしっかり、割合については難しいのでしょうが、そういった状況も

影響しているという書きぶりで記載をすべきだという御意見と認識しています。それでよ

ろしかったでしょうか。 

○川澤専門委員 大丈夫です。よろしくお願いします。 

○事務局 ありがとうございます。 

 続きまして、同じ点でございます。生島委員のほうから、同じ単価につきましては１ペ

ージ当たりの単価なのか、例えば枚数が増えたらどうなるのか、その辺の単価そのものに

ついて、どういう内容のものなのかという説明がないというところでございましたので、

その辺、事務局といたしましては特許庁にも内容を確認した上で注記をするとさせていた

だくという形で、評価書（案）を修正させていただきたいと思いますが、そういったこと

でよろしかったでしょうか。いかがでしょう。 

○生島専門委員 ありがとうございます。 

○事務局 事務局もしくは特許庁といたしまして対応すべきものにつきましては、以上だ

ったと認識しておりますが、ほかの委員も含めまして、いかがでございますでしょうか。

よろしければそういった形で修正というか、御回答をさせていただきたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

○中川主査 よろしくお願いいたします。 

 それでは、本日の審議を踏まえ、書面による手続のデータエントリー業務一式事業及び

国際出願に関する書面等のデータエントリー業務一式事業を終了する方向で監理委員会に

報告することといたします。 

 事業評価の審議は以上となります。本日はありがとうございました。 

○高橋課長 ありがとうございました。 

（特許庁退室） 

 


